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住宅火災による死者数の推移

令和元年中の住宅火災による死者数（放火自殺者等を除く。）は899人で、前年と比較すると概ね減少傾向となっ
ているものの、依然として多い人数で推移している。
近年の住宅火災による年齢階層別死者（放火自殺者等を除く。）を見ると、65歳以上の高齢者（以下「高齢者」と

いう。）の占める割合が全体の約７割と高水準で推移している状況であり、今後、さらなる高齢化の進展が見込まれ
る中で、住宅火災による高齢者の死者数の割合は増加していくことが予想される。

住宅火災による死者数の推移と高齢者の占める割合 ※放火自殺者等を除く
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人口10万人あたりの死者数

※平成30年（2018年）中の火災報告データから抽出・集計
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年齢区分別の人口に対し、６５歳以上の高齢者では人口１０万人あたりの死者数が他の年齢層に比べ多い傾向にあ
り、特に８１歳以上では3.14人で最も多い。

年齢区分別人口と人口１０万人あたりの死者数



高齢者の世帯状況

高齢者の世帯構成比に比べ、高齢者の死者数比では、独居世帯が高くなっている。なお、非独居世帯(※)
には高齢者のみの世帯と高齢者以外と居住する世帯が含まれるため、人数で比較した場合、独居の割合は更
に少ないと想定される。
このため、独居の高齢者が火災により死亡する可能性は、非独居の高齢者に比べて高いと考えられる。

高齢者の世帯状況（独居・非独居）と、住宅火災による高齢者の死者の世帯状況
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高齢者の世帯構成比については厚生労働省国民生活基礎調査より

高齢者世帯における、
独居・非独居別世帯
数の割合

独居・非独居別の、住
宅火災による高齢者
の死者数の割合

独居 非独居

独居 非独居
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住宅火災における死者の発生経過

住宅火災における死者の発生した経過別死者数・割合を見ると、「逃げ遅れによるもの」が各年代におい
て80％を超え、最も多くの割合を占める。また、高齢になるにつれ着衣着火による割合は増加する傾向にあ
る。

住宅火災における死者の発生した経過別死者数・割合
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逃げ遅れによるもの 92.4% 88.4% 86.3%

出火後再進入したもの 3.2% 3.5% 1.6%

着衣着火によるもの 4.3% 8.1% 12.1%

各世代で逃げ遅れによる死者が８割超

※平成26年（2014年）から平成30年（2018年）までの火災報告データから抽出・集計
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死者の発生経過

逃げ遅れの内訳では、０歳～64歳及び65歳～80歳の年代で「火災の発見が遅れた」が最も多い割合となっ
ており、就寝中で発見が遅れたことが主な原因となっている。
また、81歳以上の年代で「逃げ切れなかった」が最も多い割合となっており、身体が不自由のために逃げ

遅れたものや、延焼拡大が早く逃げ切れなかったものが主な原因となっている。

「逃げ遅れ」の理由（中分類）別件数・割合 逃げ遅れの内訳 0～64歳 65～80歳 81歳～

火災の発見が遅れた
（発見が遅れ、気づいた時は、火煙が回り、すでに逃げ道がな
かったものと思われるもの（全く気づかなかった場合を含む））
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きなかったと思われるもの）
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出火時間帯の観点における検討課題

出火時間帯別死者数の割合（各年齢層別）を見ると、各世代において、０時から５時の深夜帯・早朝の死
者発生率が高くなっている。
出火時間帯別死者数の人口比率では、高齢者の方がいずれの時間帯も死者数が多くなっている。

出火時間帯別死者数人口比率
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6



出火時間帯の観点における検討課題

一般住宅の出火時間帯別平均焼損床面積をみると、０時から４時の深夜帯・早朝の平均焼損床面積が特に
大きくなっている。
また、火災発生から通報までに要する時間の中央値をみると、早朝の５時では14分と最も時間を要してお
り、全体的に１時から７時の深夜帯・朝方の時間帯の通報が遅れる傾向にある。

出火時間帯別平均焼損床面積・火災発生から通報までに要する時間（一般住宅）
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火災発生から通報までに要する時間における検討課題

火災発生から通報までに要する時間ごとの一般住宅の出火件数を見ると、通報までに５分を要した火災が
最も多く、それ以降は、通報までに要する時間が大きくなるとともに、件数は徐々に減少している。
死者の発生割合では、２分及び３分で通報した火災が３％台と少なくなっている。火災発生から通報まで

に要する時間が多くなるにつれ、死者発生割合も多くなる傾向にある。

火災発生から通報までに要する時間ごとの出火件数・死者発生割合（一般住宅）
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死者数低減方策住宅火災の傾向

・ 高齢者等でも容易な通報方策

まとめ

住宅火災における死者の傾向

死者の発生経過について

・ 65歳以上の高齢者の占める割合が高い水準であり、更なる高齢化
の進展により、割合は増加していくことが見込まれる。

・ 高齢者の世帯状況では、独居の高齢者が火災により死亡する可能
性が高い。

・ 死者の発生経過では、逃げ遅れが全年代で80％を超えている。

・ 逃げ遅れの内訳は「火災の発見が遅れた」、「逃げ切れなかった」が
多い割合を占めている。

出火時間帯について
・ 深夜帯、早朝の死者発生率、焼損床面積が高いほか、火災発生か

ら通報までに要する時間が他の時間帯に比べ多くなっている。

火災発生から通報に要する時間について
・ 火災発生後、２分又は３分以内に通報できた火災の死者発生割合

が最も少なくなっており、火災発生から通報までに要する時間が長く
なるにつれ、死者発生割合も多くなる傾向にある。

・ 深夜帯・早朝における有効な
報知方策

・ 消防隊への迅速な通報方策

・ 火災の早期検知方策
・ 消防隊への迅速な通報方策

・ 火災の早期検知方策
・ 居住者への有効な報知方策

住宅火災に傾向に対し、住宅火災による死者数の低減のため、それぞれ以下のような方策が必要であると考
えられる。
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